
平成２６年度 第１回小樽市子ども・子育て会議 会議概要 

 

◆日時 平成２６年５月２９日(木) １８：００～１９：５０ 

◆場所 小樽市役所別館３階 第１委員会室 

◆欠席委員 ３名(林委員、井村委員、松並委員) 

◆事務局 福祉部長、福祉部主幹(保育施設担当)、子育て支援課長、子育て支援課子育て支援係 

子育て支援課保育係。 

◆関係課 商業労政課長、障害福祉課長、こども発達支援センター所長、健康増進課長、学校教育

課長、生涯学習課長。(欠席: 企画政策室主幹、男女共同参画課長) 

(注)発言にかかる委員の個人名は表記しておりません。 

◇事務局 

定刻になりましたので、ただいまから平成２６年度 第１回小樽市子ども・子育て会議を開催い

たします。 

最初に本日の出席状況を報告させていただきます。本日、所用により欠席される旨の御連絡があ

りましたのは、林委員、松並委員、井村委員の３名であります。会議の成立は条例の規定で委員過

半数の出席であり、成立しています。 

市の関係課については、本日の出席課長を申し上げます。産業港湾部商業労政課長、福祉部障害

福祉課長、福祉部こども発達支援センター所長、保健所健康増進課長、教育委員会学校教育課長、

教育委員会生涯学習課長です。本年４月に定期人事異動があり、こども発達支援センター所長、生

涯学習課長、福祉部主幹(保育施設担当)の３名が今年度より現職となっております。 

なお、本日、担当課の用務があり出席がかないませんでした関係課長は、総務部企画政策室主幹、

生活環境部男女共同参画課長となっております。 

それでは、片桐会長、進行をお願いいたします。 

◇会長 

それでは、早速、議事の部に入ります。本日の会議では、前回、中間報告であったニーズ調査結

果について報告書として提出されているほか、今年度は市町村事業計画を策定することと新体制へ

の具体的な移行に向けて、市町村では条例など関係する規定をあらかじめ整備する必要があるため、

これらに関連する内容が議事事項として示されています。順次進めてまいりますので、最初の議事

事項から事務局より説明を願います。 

◇事務局 

資料１をご覧ください。前回の子ども・子育て会議では、アンケートの速報値として中間報告を

行っていますが、その後の作業を経まして、結果報告書となりましたので、おおまかに報告します。 

また、集計等の関係につきまして、この報告書と別に、国の手引きに基づく集計もあり、時間が

予想に反してかかったという事情があり、委員の皆様には、もう少し早い時期に報告を行いたいと

思っていましたが、本日となりましたことをお詫び申し上げます。 

調査の概要ですが、まず、１ページに掲載しています。 

①就学前児童の保護者からの回収数は８８８件、回収率は４４．４パーセント、②放課後児童ク

ラブ利用の保護者からの回収数は４１２件、回収率は８１．１パーセントとなっています。 

次に調査結果ですが、主だったところだけ、改めて申し上げます。 

４ページ、問２ですが、お答えいただいたご家庭のお子さんの年齢ですが、０歳から５歳まで、

ほぼ同じ割合の集約結果となっています。 

次に５ページ、問４ですが、調査の回答者は母親が約９４パーセントとなっています。 

次に１０ページ、問１１ですが、自由記載の項目で、まとめとしては、大まかに５分類としまし 
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た。次世代の行動計画の際も類似の調査を行ったことから、同様の項目でのまとめとしました。 

内容につきましては、①行政の子育て支援サービスに関するご意見が多く、約６８パーセントを

占めています。この①の内訳につきましては、11ページをご覧ください。託児に関するご要望など

が多く伺えた内容となりました。②以降の項目についても同様の記載方法となっています。 

次に１５ページ、問１２①ですが、母親の就労状況は、ほぼ半数が就労している結果です。関連

して、１８ページ、問１２③ですが、今後就労する意向では、１年以上先という方が半数となって

おり、子どもが３歳になったころという回答が多くなっています。 

次に１９ページ、問１３①ですが、父親の就労状況は、フルタイムで就労している方が約８８パ

ーセントとなっています。 

次に２３ページ、問１４ですが、幼稚園、保育所などについては、利用している方が７０パーセ

ントとなっています。これらを利用している理由としては、問１４④で子どもの教育や発達のため

又は現在親が就労しているなどの理由がそれぞれ６０パーセント前後となっています。 

また、利用していない理由については、２８ページ、問１４⑤ですが、子どもがまだ小さいとい

う方が５８パーセント、利用の必要がない方が４２パーセントとなっています。 

次に３５ページ、問１７ですが、幼稚園、保育所などを利用している方々の中で、これまで１年

間で子どもさんの病気、怪我などで対応する必要があった方が約６５パーセントあり、対処として

母親が休んだという方が約７４パーセントとなっています。関連して、３７ページ、問１７①です

が、父親又は母親が対処した方々について、病児・病後児保育の利用意向を尋ねたものですが、利

用したいが４０．３パーセント、利用したいと思わなかった約５６パーセントとなっています。特

に利用したいと思わなかった方の理由は、親が対応する又は他人に看てもらうのは不安という理由

がそれぞれ約５５パーセントとなっています。 

次に３９ページ、問１８ですが、幼稚園、保育所以外などの不定期な事業の利用についてですが、

利用していないが８３．２パーセントとなっています。 

次に４５ページ、問２１ですが、地域子育て支援センター事業などの利用状況をお尋ねしていま

すが、利用していないが８３．２パーセントとなっていますとともに、４６ページ、問２２では、

今後の利用希望については、これから利用したいとする意向は１４パーセントほどとなっています。 

次に４７ページ、問２３以降ですが、 本市の子育て支援事業の１３事業について尋ねています

が、①認知度については、知っている方が約５０パーセント～約８０パーセント、４９ページ、③

今後の利用希望は事業内容の違いがあるが、今後利用したいという回答は一様ではなく、差のある

ものとなっています。低いものは１４パーセント、高いものは４１パーセントとなっています。 

次に、５０ページ、問２４ですが、昨年５歳であった子どもさんを持つ保護者への質問ですが、

小学３年生までの放課後児童クラブの利用希望は４８．３パーセントとなっています。次に５１ペ

ージ、問２５ですが、小学４年生以上になった場合の利用希望は２６．９パーセントとなっていま

す。 

また、５４ページでは③長期休業期間の利用希望を尋ねていますが、高学年までの利用希望が増

えています。 

５５ページからは育児休業の取得などについてですが、説明は割愛し、次に、６５ページから、

問３１ 子育てまちなか拠点スペースの整備については、目的によって利用するが４８．１パーセ

ントでほぼ半数、利用しないと思う方が約２３パーセントとなっています。 

次に、７６ページ、問３７ 子育て環境や支援への満足度については、低い、やや低いが、合わ

せて５３パーセントで半数が満足度を得ていないとなっています。 

次に７７ページ、問３８ですが、自由記載の項目で、まとめとしては、問１１と同様に大まかに 

５分類としました。内容につきましては①行政の子育て支援サービスに関するご意見が多く、約 

４９パーセントを占めています。この①の内訳につきましては７８ページをご覧ください。子育て 
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支援情報の提供に関してや遊び場などについてのご意見などがありました。②以降の項目について

も、７９ページ以降、同様の記載方法となっています。 

次に、８２ページからは昨年、小学１年から小学３年生であった放課後児童クラブ利用児童のご

家庭への調査結果になっています。問１で、調査の回答者は母親が９５パーセントとなっています。 

８６ページ、②放課後を過ごさせたい場所の希望については、放課後児童クラブが６１．２パー

セントとなっています。 

８７ページ、問７では高学年での利用希望は４６．６パーセント、ほぼ半数となっています。 

８８ページ、問８の中で長期休業期間に関する利用希望を尋ねていますが、高学年までの利用希

望が増えています。 

次に９２ページ、問９ですが、放課後児童クラブに関する自由記載の項目で、開設時間・日数、

高学年での利用、活動内容などがご意見の多かったものでした。 

なお、９３ページ以降については今後の事業計画作りに関係するため、人口推移など資料を掲載

しています。以上、概括的に報告しました。 

◇会長 

 それでは、（１）ニーズ調査結果報告書についての説明がありました。ボリュームもあり、調査

結果の中で特徴的な部分についての説明でしたが、ご質問、ご意見はありますか。 

(各委員「質問、意見なし」) 

◇会長 

 内容は前回の会議でも聞いています。このほかの議題もありますので、次へ進みます。後でご質

問があれば、事務局へお聞き願います。それでは、次の（２）子ども・子育て支援新制度の概要に

ついて、事務局より説明願います。 

◇事務局 

 資料２の説明の前に、本日の資料一覧に掲載していませんが、資料２(追加)として、「現行制度

と子ども・子育て支援新制度の比較(Ａ４縦版)」と同じく資料２(追加)として、「子ども・子育て

支援新制度の概要（Ａ４ 横版）」を追加しています。 

先にＡ４縦版の資料をご覧ください。これは新制度に切り替わった際に、現在の幼稚園、保育所

などがどう変わるのかということを比較するイメージとして作成したものです。左が現行制度、右

が新制度です。これからまた改めて説明しますが、施設の関係については、共通の給付費制度とな

ることや、従来、公費負担ではなかった小規模保育などを新たなひとつのカテゴリーとして、給付

費制度を入れるものです。認可外施設からの移行に関して、点線表示としていますが、これは事業

者側の意向もありますし、基準への適合という面もあるため、可能性という意味となります。 

表の下側は「地域子育て支援事業」についての比較となっています。左は既に行っている事業、

右が新制度の事業となります。 

 もうひとつのＡ４ 横版の資料ですが、資料２の目次としてご覧ください。資料２は新制度の概

要についてですが、内容として、幼稚園、保育所、幼稚園などと資料が出てきますので、全体的に

見える目次を追加したものです。 

 それでは資料２について説明します。 

１ページ、子ども・子育て支援新制度のポイントですが、国は消費税１０パーセントへの引き上 

げで財源を確保し、新制度を平成２７年４月から実施予定としています。 

２ページから３ページは子ども・子育て関連３法（平成２４年８月成立）の趣旨と主なポイント

ですが、新たな給付費の制度の創設や地域の実情に応じた子育て支援の充実などを図るものとなっ

ています。また、市町村が大きく実務的な役割を果たすことになります。 

４ページ、子ども・子育て支援法 ～認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育など共通の財 

政支援のための仕組み～ですが、図示のとおり、施設型給付、地域型保育給付というカテゴリー 
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に分類されています。 

５ページ、施設型給付費等の支給を受ける子どもの認定区分ですが、保護者や子どもの状態によ

り１号、２号、３号という新たな認定制度ができます。 

６ページ、本制度における行政が関与した利用手続ですが、左が現行制度、右が新制度となって

います。 

７ページ、子ども・子育て支援新制度における幼稚園の選択肢ですが、新制度への移行のほか、

現行制度のままという選択肢もありますし、今後、いずれかの時期から新制度への移行を図ること

も可能とされています。 

８ページ、地域型保育事業についてですが、４種類の類型が示されています。なお、地域型保育

事業は３歳未満児が対象となります。 

９ページから１０ページは地域子ども・子育て支援事業の概要についてですが、さきほどのＡ４

縦版の資料と同一の内容になります。 

１１ページから１２ページは市町村子ども・子育て支援事業計画のイメージですが、後ほど計画

関係について、改めて説明します。 

１３ページ、１４ページ、１５ページは保育の必要性の認定についてですが、今回の新制度で新

たに保育時間を分ける考え方が示されています。保育標準時間、保育短時間となっています。保育

を必要とする事由についても国が改めて基準を示すとしています。 

１６ページ、共働き等家庭の子どもが幼稚園を利用する場合の支給認定等ですが、幼稚園に入園

する子どもは通常１号認定となりますが、２号となる例外もあります。 

１７ページ、新制度における保育を必要とする場合の利用手順（イメージ）ですが、今回の新制

度で新たに市町村から認定証を発行することとされています。また、施設に対する市町村のあっせ

ん、要請なども加わっています。 

１８ページ、教育標準時間認定の子どもに係る簡素な利用手続ですが、市町村からの認定証の発

行に当たり、幼稚園が一括申請する手続きが国で検討されています。 

１９ページ、２０ページ、２１ページは確認制度についてですが、今回の新制度で新たに市町村

の仕事として加わってくるもので、新制度の給付費を支給する施設について、あらかじめ運営基準

を条例などで定めて、基準に合致するか確認するという手続になります。 

２２ページ、地域型保育事業の認可基準について(小規模保育事業) ですが、３類型が示されて

おり、次の２３ページ、家庭的保育事業等の認可基準について(家庭的保育事業等) と合わせて、

市町村が認可基準などを条例などで定めることとされています。 

２４ページ、放課後児童クラブの基準に関する専門委員会報告書の概要（平成２５年１２月２５

日）ですが、この報告書の内容などに基づき、国から政省令が示されています。後ほど、改めて説

明します。 

２５ページ、公定価格についてですが、新制度の給付費の水準及び利用者負担に関して、国が示

すこととなっており、その内容について３１ページまでの概括的な資料となっています。 

２６ページ、施設型給付の構造ですが、図示されています。 

２７ページ、教育標準時間認定の子どもに係る施設型給付の構造（公定価格及び利用者負担）で

すが、国が費用設定する考え方が図示されています。 

２８ページ、利用者負担に関する論点についてですが、現行水準との兼ね合い、幼稚園、保育所

の関連などを考慮するとしています。 

２９ページは教育標準時間認定を受けた子どもの利用者負担のイメージ、３０ページは保育認定

を受けた子ども（満３歳以上）の利用者負担のイメージ、３１ページは保育認定を受けた子ども（満

３歳未満）の利用者負担のイメージとなっています。 

 また、本日の資料を作成後、２９ページから３１ページに関連するものですが、内閣府ホームペ 

-４- 



ージに新たに公定価格、利用者負担が掲載されました。会議には資料提出に至りませんでしたが、

直近の国の案として示されていますので報告します。 

◇会長 

 それでは、（２）子ども・子育て支援新制度の概要についての説明がありました。新制度は説明

にあったとおり、現在より複雑になるようですが、委員の皆様もはじめて聞くこともあったと思い

ますが、不明な点やご質問、ご意見はありますか。 

◇会長 

１４ページ、保育の必要性の認定について②の新制度における「保育の必要性」の事由の「⑧虐

待やＤＶのおそれがあること」となっていますが、実際にある場合はどう対応していますか、 

◇事務局 

 保育所をご利用いただく理由のひとつになっています。 

◇会長 

虐待やＤＶが現に存在している場合はいかがですか。 

◇事務局 

 どのようにお子さんを保護することが適切かということになりますが、児童相談所で保護するこ

ともありますが、両親からの虐待などがあれば、場合によっては親族による保育所利用もありえる

かもしれません。ケースバイケースで色々な対応は出てきます。今までも運用上の配慮ということ

で国から通知で示されていますが、今回、それが明確になったものと受け止めています。 

◇会長 

 委員の皆様、新制度のことはわかりましたか。 

◇委員 

 本日、北海道主催の事業者向けの新制度の説明会がありましたが、なかなか理解しづらい面もあ

ると思います。 

◇会長 

 ほかの委員の皆様はどうでしょうか。 

◇委員 

 利用者にどのように伝わるかが気になります。幼稚園だと比較的簡単に入れるイメージがありま

すが、今後は少し違うような気もします。幼稚園としても新制度を選択するのか、旧制度でよいの

かという面があります。 

◇会長 

 その辺はどうですか。入りやすさという印象かもしれませんが。 

◇事務局 

１７ページをご覧ください。利用者側も自治体に対しての申請が新たに出てきますし、自治体側

としても認定証を発行するなどのことが出てきます。そうしたことでは複雑になる面があります。 

◇会長 

現行の入る仕組みと新制度の入る仕組みがどれほどの差異があるのかですよね。入りやすさは変

わらないと思うので杞憂と思いますが、手続が一つ増えてくることになります。現実として、保育

認定を受けられない子どもたちが生じれば問題があると思いますがいかがですか。 

◇事務局 

今後、保育量の議論はありますが、現実の定員枠や施設の利用率を見れば不足を来たしているわ

けではないと思っています。手続の面で幼稚園利用は就労の有無は問われませんから今と同じとい

うことでよいと思います。ただし、利用者負担が変わる面があり、保護者がどう受け止められるの

かということはありますので、それはもう少し内容をよく見ていく必要があると思います。 

また、保育の面でも保育標準時間や保育短時間という認定になりますが、実際、実務的にどうな 
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るのかなど、国に対して確認すべきことも多いと認識しています。 

◇委員 

実際に申請してからどのくらいかかるのですか。今までより長くなるのか、短くなるのか。同じ

なのですか。 

◇事務局 

 実務面の標準的なものは示されていませんが、自治体の裁量で行うことが出来れば、従来どおり

と思っています。保育については従来から月単位で前月１５日まで入所受付、月末までには決定、

翌月１日入所というサイクルになっている。新制度について、国はまだサイクル的なものは示して

いないため、今までどおりでよいのか、確認していくことになります。 

◇委員 

小樽では保育所の入所を待つ場合はほとんどないと思いますし、そうした面ばかりでなく、実際

にお子さんを預かる保育所では体も心も形成する大切な時期を見ています。これまで親は幼稚園か

保育所かという選択をして利用していますし、施設も個性を持っていると思います。新制度ではい

ろいろ食事なども含めてチェックすることになりませんか。 

◇委員 

 ちょっと不安もありますね。幼稚園では教えられて野菜を食べていたけど、学校に行くとそう食

べなくなることもあります。親も関わらなければならないことですが、長い時間を施設で過ごすの

だから、とても大切なことだと思います。 

◇事務局 

 さきほど市町村が運営基準を決めて条例などを作らなければならないと説明しましたが、給食な

ども含まれてきます。お子さんの年齢などで必要な栄養摂取量が守られているかどうかなどは基準

的なことになりますが、それぞれの保育所、幼稚園がどのように食育を進めるかなどは独自性や施

設としての考え方があると思っています。基本的な運営の在り方については、国が「教育・保育要

領」などで示してきますので、基本的なものはそれに基づいて、また、独自性も出して運営しても

らうことになると思います。 

◇委員 

 幼稚園はそんなに変わらないと思いますが、保育所は新制度で教育的な要素が何かしら入ってく

るのですか。 

◇事務局 

 保育所は大きく変わることはないと思います。現在も保育指針がありますし、大きく見直すこと

ではありません。 

◇委員 

 新制度では、選択肢として保育所が良いか、幼稚園が良いか、認定こども園が良いかなどお母さ

んたちの不安も出てくると思いますが。例えば幼稚園が認定こども園に変わった場合などに、施設

の内容が変更されていないことなどがわかれば、そう不安にも思わないのではないかと思います。 

◇委員 

 利用する分類がはっきりわからない面があります。新制度に手を挙げる幼稚園、保育所、挙げな

い幼稚園などと分かれてきますし、認定こども園もあって、四つになるとわかりづらいと思います。 

 また、資料を見ていて「当分の間、調整する」というような表現がありましたが、当分の間とは 

いずれ行わなくなるということですか。新制度では施設が手を挙げる、挙げないに関わらず、市町

村が「あっせん・要請」などを行うことになるのですか。 

◇事務局 

 利用分類がわかりづらくなるのではないかとのご指摘ですが、そうした面はあると思っています。 
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何がどのように変わったのかということをご理解いただいて、現状がどうなっているのかとなると

思います。事業者への意向調査は今後のことになりますが、現在はこういう状態ですと示す必要が

あると思っています。その上で施設をどう考えていただくのか、選んでいただくのかということに

なると思います。先ほどの資料２の２１ページですが、一定程度の内容について情報公表するとい

うことが基準として入ってきますし、大切なことだと思っています。 

 保育の利用調整の関係で、国は「当分の間」という表現を使っていますが、改めて制度の見直し

がない限りは変わることはありません。それから、利用調整とあっせんの関係ですが、これまでも

市町村は児童福祉法上の保育の実施義務から保育所入所の利用調整の事務は行ってきていますけ

れども、今回「あっせん・要請」という言葉になっていますが、国からしますと市町村でしっかり

やってくださいとの内容と受け止めています。 

◇会長 

 新制度の開始時期はいつですか。 

◇事務局 

 予定では２７年４月からです。ただし、国は今年の秋以降から、準備として、例えば幼稚園の新

入園の手続などが行われる時期ですが、そうした時期から始めてほしいというのが、国の要請です。 

◇会長 

 行政としてお母さんたちへの情報提供や周知徹底などもあると思いますが、個別にこの保育所、

この幼稚園へ入れる要件を充たしているのかどうかについて、そのルートで助言するパターンと自

分の条件はこうだが、どこの保育所、幼稚園へ入れるかというパターンの二つのルートで助言でき

るのではないかと思います。そうした面がきちんとしていれば良いと思いますが。 

◇委員 

 すごく難しい面もありますね。小学校は地域割りで入学するが、幼稚園、保育所は親が選ぶこと

になります。働いている、働いていないかで基準があり、保育を必要とする時間で幼稚園、保育所

と分かれてもくる。また、教育方針がどうかということも親が選ぶことになる。制度自体を親へ伝

える難しさもまだあるように思っています。 

 それとアンケート調査ですが、時間をかけて行った調査であるし、新制度に生かすことが必要だ

と思っています。中でも行政が行っている事業を「知らない」とした割合が高かったように思いま

すが、知らせていくことはすごく大事なことだと思いますので、やはり、わかりやすい、その人の

立場に立った説明の仕方というのをしてほしいと思います。例えば、利用する方はこういう順番で

できますよ、新制度全体を知りたい方はこちらですよというように、入っていくサイトを分けて、

全部を知らなくても良い人もいますし、ワンポイントで知りたいという人もいます。表現の仕方な

ど工夫してほしいと思います。 

◇会長 

 事業者は大体わかっていますね。利害関係と申しますか、そうした面があると敏感になる面もあ

りますね。新制度に変わるとすれば、案外、親の方でもそれなりに情報収集も行うこともあると思

いますけれども、過不足のない情報提供をお願いしたいと思います。 

◇委員 

それを専門に説明してくれる、例えばここに電話をすると対応してくれる窓口があるとか、親は

ワンポイントで知りたいのだけれど、そのワンポイントに行き着くまでに、ここに聞いて、あそこ

に聞いてということもありますので、そういうところを丁寧にしていただくとよいかと思います。 

◇会長 

という要望ですが、いかがですか。 

◇事務局 

 今の制度では、幼稚園、保育所について、幼稚園を選ぶ方は親の意識の中でいい幼稚園ではな 
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いかということで選ぶ傾向があると思いますし、保育所を選ぶ方は働いておられますので、自宅の

近くか職場の近くかなどの関係で選んでいると思います。この辺の違いが新制度に移行した際にあ

まり変わりがないのか、変わっていくのかというところは見ていきたいと思っています。 

◇会長 

 この会議もこの後も何回かありますし、制度も骨格に肉付けされて制度の全貌が見えてくると思

います。そうした際にまた改めてこうした点を話してみたいと思います。 

◇委員 

 全貌が見えて委員全員が不安ないようにしていくことを望んでいます。４月からスタートすると

いうのは秋口からお母さんたちが探し出すことになりますが、秋はもうすぐですね。その間で全部

理解できるのかなという不安材料がありますね。また、私どもも伝えていくことも必要だと思って

います。 

◇委員 

 幼稚園などでは施設見学にすでに来ているお母さんたちもいます。早い場合は１年以上前から探

し出すこともあります。 

◇委員 

 親は来年預けたいと思ったら、大体今年に入ると、どこの施設はいつくらいに行こうかと予定を

するお母さんたちは多いです。 

◇委員  

 「幼稚園の願書はいつ配布ですか」とかスケジュールなどの照会もあり、願書は今年のものを渡

していますが、やはり保育料は非常に関心のある事項です。国の方がまだはっきりしていませんが。 

◇会長 

 これから制度内容も肉付けされ、保育料なども一緒に決まっていくという流れですね。 

◇委員  

 作業としては大変ですよね。国が決まって、幼稚園や保育所が書類準備などを対応していくこと

になりますので。例えば、幼稚園や保育所の一時保育や２歳などの低年齢で入っている場合は優先

入所になるのですか。 

◇委員  

 認定こども園では上の子が幼稚園、下の子が保育園ということもありますし、兄弟ですが、他の

施設となる場合もあります。親の選択肢となっています。 

◇委員  

 親も色々あって、保育所に行っていたけど、３歳になったので幼稚園に行かせるということもあ

ります。 

◇委員  

 幼稚園関係は各園のホームページがあってわかりやすいですが、保育所はあまり出てきませんね。 

◇委員  

 そういう経験はありますね。保育所入所の際、どういう内容か探したがなかなかわからなかった

ことがありますし、実際には職場の近くしか預けられないと思いました。自家用車があれば、ほか

の園にも預けられますが、会社の近くになりました。また、お母さんたちもだんだん情報を知って

くるとほかの園が良いとして転所の手続を行ったお母さんもいました。 

◇委員  

 幼稚園の事業者の自助努力という面があると思います。自分のしていることを知らせるという。 

市役所でわかるサイト、紹介されているサイトがあれば、あとは自分でともなりますね。 

◇委員  

 情報が均等に知ることが出来るというのは市民にとって大事ですよね。情報を取る、取らないは 
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自由ですけれど、均等に見ることが出来るようにしていくことが大事だと思います。 

◇会長 

 市内の保育所が全部ホームページを持っているわけではないんですね。 

◇事務局 

 ございません。 

◇会長 

 ホームページの掲載情報が統一されていない一方で、ホームページで食事などを紹介するところ

もあるということですね。 

◇委員  

 一部の保育所では一時保育など実施している事業の紹介などをしていますが、例えば遊び方や給

食内容、行事だとかがありませんので、そうしたものがあるとお母さんたちは意識して計画を立て

やすくなると思います。 

◇委員  

 今の保育所は昔のように単なる預かりではなくて教育の面も入ってますよね。認可保育所の場合

は、保育指針に基づいてやることになっていて、チェックも入りますので、認可はあまり大きな違

いにならない面もあると思いますね。指針と課程は国で統一していますからね。 

◇会長 

 ほかに何かご質問はありますか。 

(各委員「質問、意見なし」) 

◇会長 

 この後も制度については明らかになってくる面があると思いますので、その時点でまたご意見、

ご質問をいただくことにします。それでは議題の三番目に入ります。市町村子ども・子育て支援事

業計画について、事務局より一括してご説明願います。 

◇事務局 

資料３について説明します。市町村子ども・子育て支援事業計画についてですが、１ページの子

ども・子育て支援法第６１条で、「市町村は、基本指針に即して・・・略・・・市町村子ども・子

育て支援事業計画を定める」と規定されています。２ページの子ども・子育て支援法に基づく基本

指針(案)に計画策定に関することが載っています。「第三 子ども・子育て支援事業計画の作成に

関する事項」の「一 子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的事項」があり、総括的な

事項が定められています。３ページには「利用状況や利用希望を把握して計画を作成する」などが

載っています。４ページの「二 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する基本的記載事

項」ですが、５ページの「１ 教育・保育提供区域の設定に関する事項」や「２ 各年度における教

育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時

期に関する事項」を計画の中に載せていくことになります。主に教育・保育施設関係の内容になり

ます。８ページの「３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子

ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期に関する事項」ですが、地域子ど

も・子育て支援事業となっている各種事業についても、量の見込み、確保体制、実施時期などを計

画に載せることになっています。９ページの「三 市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関

する任意記載事項」ですが、先の基本的記載事項のほか、任意の記載事項とされているものです。

最初に「１ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の円

滑な利用の確保に関する事項」があり、１０ページに「２ 子どもに関する専門的な知識及び技術 

を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項」がありますが、内容としては、 

「（一）児童虐待防止対策の充実」があり、１１ページには「（二）母子家庭及び父子家庭の自立支

援の推進」、「（三）障害児施策の充実等」の内容となっています。１２ページには「３ 労働者の職 

-９- 



業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との

連携に関する事項」が載っており、この基本指針では大きく３つの区分で市町村の計画策定に関す

ることが書かれています。子ども・子育て支援法との関係では１ページに戻ってください。第６１

条の第２項に今、説明した内容が基本的事項の項目として書かれています。第３項では任意の記載

事項が項目として書かれています。こうした法の規定に沿って計画策定を行うことになります。 

◇会長 

 資料４と資料５も関連資料ですね。続けて説明してください。 

◇事務局 

資料４について説明します。「小樽市子ども・子育て支援事業計画 構成(案)」ですが、今、説

明しました国の基本指針(案)に載っている内容を項目建てしたものになります。「第１部 計画の

概要」では、計画策定の趣旨、位置づけ、計画期間などがありますし、「第２部 子ども・子育ての

現状と今後」では、先ほどの報告書にも資料として載っていますが、子どもの数の推移や、幼稚園、

保育所の設置状況など前提条件となって記載することになります。こうしたことを踏まえて、今、

説明しました計画の内容について、第３部、第４部に載せていくことになります。こうしたことを

基本的な骨子として考えています。 

資料５について説明します。資料３「子ども・子育て支援法に基づく基本指針(案)」の５ページ

に戻ってください。「１ 教育・保育提供区域の設定に関する事項」として「市町村は、地理的条

件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するた

めの施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、小学校区単位、中学校区単位、行政区単

位等、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域（以下「教

育・保育提供区域」という。）を定める必要がある。」とされています。資料５の「２ 区域設定の

ポイント」については、この「基本指針(案)」に載っている内容を記載したものです。「３ 国の

例示等に対する考察」では、国の例示をもとに、例えば、「小・中学校 校区」では利用者の居住状

況には近づきますが、市内の区域が細分化されることになります。「行政区」では札幌市のような

大都市では区ごとというのは現実性があるかもしれませんが、都市の規模が違いますと現実面では

違ってくることも生じます。「３」の表の中段に記載したのは、本市の総合計画で載せている９地

区を載せていますが、これは行政区域ではありませんが、ひとつの見方としてどうかとなりますと、

利用者の利用状況と一致する面は出てきますが、必ずしもその区域内だけで施設利用するわけでも

ないという面があります。こうして見てきますと、本市のようなそれほど大きくないまちでは「全

市」という選択肢が出てきます。保育所などもけっこう広範囲で利用されますし、資料５の２ペー

ジには「４ 検討の視点」として、考察のポイントを載せていますが、こうした点からしますと、

本市の場合は「全市」という範囲が望ましいのではないかと考えています。 

引き続き、資料６について説明します。「量の見込み」に関する内容です。さきほど申しました

幼稚園・保育所の施設や地域子育て支援事業の利用状況やニーズ調査から利用見込みを算出して、

今後の需要を捉えていくものとなっています。これを「量の見込み」と表現しています。また、「確

保方策」ということでは、幼稚園・保育所の定員などがどのくらいあるのだろうかということを載

せていくものとなります。従って計画には需要である「量の見込み」と「確保方策」を合わせて載

せることになります。 

資料６の１ページ中段ですが、先のニーズ調査結果から一部の設問を使用して「量の見込み」を

算出していくことになります。ニーズ調査結果にあるとおり、父親の稼動割合は高くなっており、 

ここでは母親の就労意向などに着目しています。また、幼稚園、保育所、子育て支援事業などの 

利用意向にも着目していきます。こうした設問を使用して、就労状況などから、次にあります「家 

庭類型」を算出していきます。こうした類型に分かれた後、各年齢別児童の今後の見込数に、この

「家庭類型」を掛けて、「家庭類型別児童数」を算出します。これに各事業の利用意向率を掛けて 
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「量の見込み」を求めていきます。これらが国の手引きで示されている内容になります。こうして

出てきた数値は、さきほど報告したニーズ調査結果報告書の内容とは違うものとなります。資料６

の２ページになりますが、「家庭類型」と子どもの認定区分との関係を大まかに示しています。上

が幼稚園の利用、下が保育所の利用になりますが、保育所でも幼稚園の利用意向が強ければ、幼稚

園の利用となることなどを示しています。これらが国の基本的な算出となります。 

中段の少しポイントの小さな字のところですが、２つ目の※印では、国の手引きは標準的な算出方

法であることと、また、「極端に現実的ではない数字」の場合、「その原因を分析の上、地方版子ど

も・子育て会議等の議論を経て補正することも可能」とされています。「量の見込み」の具体的な

記載内容については、「確保方策のイメージ＜参考＞」というところに載せていますが、子どもの

認定区分ごと、また、施設などの種類ごとに需要と供給を表していく内容になります。この資料の

最後の「２ ニーズ調査結果に関する検討」の項目ですが、ニーズ調査結果を元にした国の手引き

による標準的算出結果は「暫定値」であり、今後、児童人口の推計、施設・事業等の利用状況、市

の財政状況などを考察しつつ、計画に登載する「量の見込み」と「確保方策」を検討しなければな

らないと考えています。ニーズ調査結果からの数値はいったん算出しましたが、その数字について、

現在、どう修正を図ることが必要かなどを検討しています。現実とどう合わせるのかなどですが、

今後のこの会議の中で、合わせて内容は示していきたいと考えています。資料６まで以上でありま

す。 

◇会長 

 資料の説明は終わりましたが、質疑の前に、今後、定めることになる「市町村事業計画」と当委

員会の関係を話していただけますか。この計画にコミットできる部分はどこかがわかると委員の皆

様も議論しやすいのではないでしょうか。 

◇事務局 

子育て支援法でも地方版子ども・子育て会議には子育て支援の関係者の方々に参加いただき、

色々とご意見をいただくことになっています。また、事業計画は先ほど説明した内容が骨格になり

ますが、市民の皆さんに対するアンケートも合わせて実施しているので、これに対する評価や意見

を計画に反映していただければと考えています。市としてもアンケートの結果や会議での皆様の意

見を十分参考にしながら計画づくりを進めて参りたいと思っています。 

◇会長 

事業計画は様々な項目になっていますが、この会議での議論の結論も反映されうるということと

最初に説明があったニーズ調査結果も参考にされると考えてよいですね。それでは、一括して資料

の説明がありましたが、初めの子ども・子育て支援法と基本指針、支援事業計画の構成(案)、教育・

保育提供区域(案)、量の見込みについてと色々ありますが、わからない点などはありますか。 

◇委員 

量の見込みで利用希望の把握ということがありましたが、これから改めての調査ではなく、ニー

ズ調査から持ってくるということですか。 

◇事務局 

そのとおりです。こうした前提でこのたびのアンケート調査を行ったということです。関係する

質問項目を抜き出して集計するということになります。 

◇委員 

量の見込みの算出が終わってから、妥当な施策を考えていくのですか。 

◇事務局 

例えば、需要と供給ということで不足が明らかであればその受け皿を作っていくということにな 

ります。 

◇会長 
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そのほか、ご意見がなければ、今日の委員会は新年度のはじめでしたが、色々情報提供をいただ

き 

ました。また、次回からの委員会で個別の議論になると思いますので、改めてご意見をいただきた

いと思います。それでは、もうひとつ議題、「各種基準の制定について」がありますので、事務局

から説明してください。 

◇事務局 

資料７をご覧ください。２７年４月から新制度実施の予定となっていますが、市町村では利用者

や事業者の方々への対応がありますので、あらかじめ条例などを定めて進めていくことになります。 

２ページをご覧ください。新制度実施に関わる条例、規則等の制定については、中段囲みの中に

記載していますが、このような内容のものが必要になってくると考えています。 

「（１）特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営基準に関する条例」については、幼

稚園、保育所、地域型保育事業の運営に関する基準であり、「（２）地域型保育事業の設備及び運営

基準に関する条例」は、小規模保育などが市町村認可となりますので、その関連する基準であり、

「（３）放課後児童健全育成事業の設備及び運営基準に関する条例」は、運営に関する基準です。

これらは国から政省令という形で示されるものですが、その中で国の考えどおりとすべきものが

「従うべき基準」、自治体で検討して多少裁量の幅がある「参酌すべき基準」となっていて、こう

した区分けをして示してきています。「参酌すべき基準」については検討した後、市の考え方を示

していくことになります。「（４）教育・保育の利用料に関する基準に関する条例又は規則等」につ

いては、利用料の基準額が国から示されてきますが、料金に関する内容となるものであり、「（５）

支給認定（保育の必要性の認定）に関する条例又は規則等」については、保育の必要性の要件など

の内容に関するものです。（４）（５）については、「従うべき基準」や「参酌すべき基準」はあり

ません。条例は議会で審議し議決を受け、その後に利用者、事業者から申請手続などを受けていく

ことになります。 

今年度の課題として、先ほどの計画策定に関することとこの各種条例等の決定の作業があります。 

また、資料７（２）をご覧ください。各項目の内容について「従うべき基準」や「参酌すべき基

準」に分けて記載しているものです。最後のほうの１５ページをご覧ください。放課後児童クラブ

についてのものですが、ほかのものと違って「参酌すべき基準」が多い内容となっています。 

説明は以上です。 

◇会長 

 各種基準の制定について、ご意見、ご質問はありますか。 

(各委員「質問、意見なし」) 

◇会長 

 それでは、また改めて考えて参りたいと思います。議題の３その他、日程についてお願いします。 

◇事務局 

 資料８をご覧ください。今年度は、まず計画策定を進めることがあり、今後、素案などを作っ

ていくことになります。会議のほうへ報告し意見をいただくことになります。それから条例、規則

の関係でありますが、それぞれ内容の検討がありますが、さきほどの「（１）特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業の運営基準に関する条例」と「（２）地域型保育事業の設備及び運営基準

に関する条例」、「（５）支給認定（保育の必要性の認定）に関する条例又は規則等」などは、先行

して進めなければならないと思いますし、「（４）教育・保育の利用料に関する基準に関する条例又

は規則等」については、５月末頃まで国の公定価格が示されるということでしたが、示された後、

検討が必要となります。放課後児童クラブについては、検討すべき事項が多いこともあり、最初の

ものと分けて、少し時期を分けて進めることになります。議会の時期としては、９月の第３回定例

会、１２月の第４回定例会となりますので、こうした時期を想定しながら、庁内で検討し、この会 
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議でご意見をいただき、パブリックコメントの実施なども考えながら、順次進めて参りたいと考え

ています。 

また、関連して、今ある条例の廃止や規則などの改正も付随して出てきます。 

こうした条例の制定などによって、幼稚園、保育所の利用者、事業者などの手続は概ね秋以降の

時期に進めていくことになるものと想定しています。 

今後も国から制度的な内容が示されてきますので、この日程についてはフレーム的なものとご理

解ください。以上です。 

◇会長 

 ただいま、今後のスケジュールについて説明がありました。何かご質問はありますか。 

(各委員「質問、意見なし」) 

◇会長 

 では、最後にその他ですが、事務局はどうですか。 

◇事務局 

 今、スケジュールをお示ししましたが、次回の会議は７月上旬に予定したいと考えています。 

◇会長 

 委員の皆様から、ご質問はありますか。 

◇委員 

 できれば資料は事前にいただきたいと思います。この場ですぐ把握して意見交換は難しい場合も

ありますので、資料的なものでもよいのでお願いします。 

◇会長 

 突然聞くと情報提供で終わってしまいますので。次回から余裕を持って資料を送付してください。

ほかにご質問、ご要望等はありますか。 

◇委員 

新しく変わって、利用するお母さんたちが、困った際に相談できる窓口があればと思いますが。 

◇事務局 

今回の移行に当たっては色々な面が出てくると思います。施設がどう変わるのかということなど

もありますし、利用者の皆さんからすると手続がどうなるのかということや自分の条件が合致する

のだろうかなどのご相談などもあると思います。今後、新制度関係の周知や受付の関係などがあり

ます。制度がはっきりしないと難しい面もありますが、こうしたご意見も多かったので、配慮して

考えていかなければならないと思います。 

◇委員 

利用者の立場に立ってということももちろんですが、受け入れる施設側のことも考える必要があ

ると思います。受け入れるための条件をいい条件で整えていくことは大事ですし、利用者と双方整

えてこういう施策はうまくいくと思います。 

◇会長 

 ほかにご質問、ご意見はありますか。 

◇委員 

新制度の小樽市の窓口は子育て支援課と決まっているのですか。 

◇事務局 

子ども・子育て会議のことなど総括的には福祉部で担当しています。 

◇会長 

 ほかにご質問、ご意見はありますか。 

(各委員「質問、意見なし」) 

◇会長 
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そのほか無ければ、本日はこれで終えたことになりますので、会議はこれで閉会いたします。 

皆様、長時間、お疲れ様でした。 
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